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第 47 回静岡県男女共同参画会議(審議会)（10 月 16 日開催）における

意見に対する対応について（概要）

全体に対する意見

● 柱１ 男女共同参画社会の実現に向けた意識の変革と教育の推進

主な意見 対応案

・県外から移住をし、男女共同参画に

関する意識において地域差をすごく

感じている。地域や個人として考え

方が変わらなければ目標は達成でき

ない。

先進的な取組をしている地域がある

ことを認識し、良いところを取り入

れる姿勢を続けて欲しい。

・国や他県の動向に注視し、先進的な取組事例を参考と

した施策の実施等に努め、県内の男女共同参画を推進

していく。（男女共同参画課）

・建築や土木関係は未だに男社会であ

ることから、固定的な性別役割分担

意識の改善のため、建築や土木関係

部署との連携も必要ではないか。

・副知事を本部長とし、各部局長で構成する「男女共同

参画推進本部」において、男女共同参画社会の推進が

静岡県全体の課題解決につながるという意識を全庁

で共有し、部局横断的に計画の推進に取り組んでい

く。（男女共同参画課）

・建設産業における男女双方を含む若手技術者担い手確

保・育成の取組を行っていく。令和５年度には、静岡

どぼくらぶ若手交流会を実施し、家庭と仕事の両立な

どについての話題を含め、建設業に勤務する先輩職員

との座談会を通じて交流を深めた。（建設業課）

主な意見 対応案

・家庭内で固定的な性別役割分担意識

が再生産されてしまっていること

が、男女共同参画に向けた意識改革

が進まない原因になっている。

・男性の家事育児時間は短く、女性の

社会進出のためには、男性も半分く

らい家事育児をやるという意識付け

をしていく必要がある。

・海外では、家事育児を分担するので

はなく、共同でやっているために夫

の家事育児時間が長い。

共同方式の考え方を示すことがブレ

イクスルーになるのではないか。

・男女共同参画に関する県民意識調査の結果を踏まえ、

固定的な性別役割分担意識やアンコンシャス・バイア

ス（無意識の思い込み）への気づきを促すため、全世

代に向けた効果的な広報や啓発等に取り組み、意識改

革を図っていく。（男女共同参画課）

・市町の母子保健担当課等と連携し、妊婦へ母子手帳を

交付する際に、併せて「静岡県版父子手帳」を配布し

ている。

手帳を配布することで、男性の家事・育児への参画を

促進させ、家事・育児を女性だけに負担させるのでは

なく、「共育て」が当り前の社会を目指す。

（こども未来課）

参考資料５
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● 柱２ 安心・安全に暮らせる社会の実現

・女性が自分のライフスタイルを設計

できる環境にないことが県外流出の

原因となっている。

経営者向けのセミナーを受けると何

らかの認定制度により企業のＰＲに

つながるとか、女性向けにも意識変

革のセミナーを実施するなど、県主

催の講座には来ないが根本的に意識

を変えなくてはいけない人へのアプ

ローチが必要。

・社会の制度・慣行には、依然として、固定的な性別役

割分担意識やアンコンシャス・バイアス（無意識の思

い込み）を反映したものが見受けられることから、地

域及び教育、産業等の 77 団体で構成された「しずお

か男女共同参画推進会議」等において、研修や情報共

有を図り、県内の男女共同参画の理解促進に取り組ん

でいく。（男女共同参画課）

・企業向け人権セミナーをはじめ、各種人権啓発講座に

ついては、場所や時間を問わず受講できるよう、原則

としてアーカイブ配信による開催へと変更したこと

により、受講者が増加した。さらに受講者の裾野を広

げられるように関係機関等との連携に努めていく。

（人権同和対策室）

・女性役職者育成セミナーを開催し、他企業の女性活躍

に係るロールモデルを取り上げることで女性自身の

意識や能力の向上を図るセミナーを実施している。

また、令和６年度から新たに創設したダイバーシティ

経営企業表彰制度においては、受賞企業の取組を紹介

する動画を作成し県の各媒体で紹介する予定である。

これにより、受賞企業の PR につながるとともに、他

の企業等への横展開も期待されるため、根本的な意識

変革が必要となる方々の意識啓発にも寄与すると考

えている。（労働雇用政策課）

・将来大人になる子どもたちに向けた、

男女共同参画を意識づける教育が、

今後、男性の家事育児時間や育児休

業取得率の改善につながるのではな

いか。

・人権の視点では、すべての人が平等に権利を享受し、

性別に関わらず自分の役割を選択できる環境を整え

ることが求められる。子どもたちが男女共同参画の重

要性を理解し、将来的に多様な価値観をもつことがで

きるよう「人権教育の手引き」の作成や教員研修をと

おし、学校における人権教育を引き続き推進してい

く。（教育政策課）

主な意見 対応案

・「リプロダクティブ・ヘルス／ライツ」

という言葉が難しい。普及啓発には、

分かりやすいことも大切。

・「リプロダクティブ・ヘルス／ライツ」

は、間口が広い課題であり重要なも

のである。

言葉の難しさや内容の幅広さを踏ま

えた上で、どうすればもっと浸透し、

成果を上げられるのかが課題。

・啓発リーフレットや高校・大学等で実施する出前講座

等において、デートＤＶの防止や女性の健康課題に関

する話題等と合わせて「リプロダクティブ・ヘルス／

ライツ」という言葉と、その意味や内容が結びつくよ

う説明するなどして、理解の促進を図っていく。

（男女共同参画課）
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● 柱３ 職場・家庭・地域における固定的性別役割分担からの脱却

・日本では女性が自分で妊娠や避妊な

ど自分の体を管理することについて

無防備である。県では健康保険分野

において、どのような施策が行なわ

れているのか。

・若年層については、小中高校と連携し、命の大切さや

妊娠出産、自分や相手を大切にする行動などを学ぶ思

春期講座等を実施している。

また、男女を問わないプレコンセプションケアの取組

も進めており、啓発媒体を作成中。妊娠だけでなく、

健康管理の意味合いを含めたものに取り組んでいく。

（こども家庭課）

主な意見 対応案

・「男性の育児休業取得率」の評価はＡ

だが、男性の家事育児時間は増えて

いないことからも、短期間の取得が

実態であることに問題意識を持たな

くてはいけない。

人手不足の中小企業の参考になる具

体的な事例が現場に届くような情報

提供の仕方が大切。

・いわゆる「取るだけ育休」では、男性の家事・育児参

画は進まないことから、男性が一定期間以上の育児休

業を取得しやすいよう、育児休業期間中の手取りにつ

いて、国の育児休業給付金と合わせて実質 100％とな

るよう、独自に手当を上乗せ支給する「男性育児休業

取得応援手当」を実施している。

また、従業員が仕事と家庭の両立をしやすい企業を増

やすため、企業の人事や労務対象者を対象に「イクボ

ス養成講座」を開催している。今年度は講座の中で、

ロールモデルとなる先進企業の事例を発表し、好事例

の横展開を図った。（こども未来課）

・専門家が県内中小企業を訪問し「くるみん認定」等の

取得を促進する多様な働き方導入推進巡回訪問事業

にて、先進事例の情報提供を行うとともにダイバーシ

ティ経営導入セミナーにおいて、基調講演や先進企業

の事例発表を通じた普及啓発を実施している。引き続

きこれらの取組を通じ、企業の環境整備を推進してい

く。（労働雇用政策課）
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● 柱４ 政策・方針決定過程の場やあらゆる職域への女性の参画拡大
主な意見 対応案

・女性が役職者を目指すためには時間

も仕事も自分でコントロールできる

新しいマネージャー像が必要。

特に中小企業は、すでに役職者とし

て働いている方をメンターとして、

話を聞く機会を増やしていくことが

大切。

・女子学生が身近にロールモデルがい

ないため、扶養範囲内で働くキャリ

アを描いている。

現在働いている方々やこれから就職

する若い方々に、女性が正社員で働

き続けるキャリア教育やロールモデ

ルを示すことが必要。

・さまざまな分野で活躍する女性や働き続けるヒントを

探している女性等を対象とした「さくや姫交流会」を

開催し、業種を超えたロールモデルの提示や情報交換

等により、県内のネットワーク化の推進、女性の自主

的な活動意欲の促進に取り組んでいく。（男女共同参

画課）

・結婚や子育て、仕事等を含む将来の様々なライフイベ

ントに柔軟に対応するための知識や情報について学

ぶ、学生向けの出前講座を引き続き実施し、若者に将

来のライフプランを描く機会を提供する。（こども未

来課）

・女性のロールモデルがいない、独自で女性社員研修を

実施することが難しい企業に対し、県が女性役職者育

成セミナーを開催し、キャリア教育やロールモデル作

りを支援している。また、「えるぼし認定」等の取得

を促進する多様な働き方導入推進巡回訪問事業にて、

訪問先の中小企業の状況に応じ、女性活躍に係る事業

を案内することで、プッシュ型の働きかけをしてい

く。（労働雇用政策課）

・県庁の女性管理職割合の目標値は

16％。事業所だけでなく、政策方針

を作っている県庁の女性管理職を増

やしていって欲しい。

・全庁調整に携わる機会が多い部署への配属をはじめ、

多様な職務機会の付与などを通じ、女性の管理職登用

を引き続き推進していく。（人事課）

・就労年齢が上昇し、自治会の担い手

が減っている中で、自治会長は男性

から男性に引き継がれている実態が

ある。

・人口減少と高齢化が進んでいる後継

者のいない中山間地域でも、女性に

は頼めないという先入観があり、自

治会の担い手は男性しか対象にして

いない。

地域で活動している女性はいるた

め、自治会長の意識を変えていく必

要がある。

・地域コミュニティの担い手確保のため、引き続き、コ

ミュニティ・カレッジの開催等によるコミュニティリ

ーダーの育成を行っていく。

また、人口減少や高齢化が進む地域における持続可能

なコミュミュニティ活動のため、多様な主体によるコ

ミュニティ経営を支援していく。（地域振興課）

・地域への女性参画促進のため、地域防災をテーマとし

た「地域で活躍する女性防災リーダー育成講座」を実

施している。引き続き、男性も参加可能な講座を開催

し、女性参画の必要性を伝えていく。

また、市町担当者会議等において、地域活動への女性

参画が進んでいない現状を伝え、働きかけを行うよう

促していく。（男女共同参画課）


